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〇府内43市町村（うち政令指定都市2市、中核市7市）
人口は令和８年７月現在、約875万8千人

○世帯主が６５歳以上の高齢者世帯割合は、2040年には42.4％となる見込み。
世帯主７５歳以上世帯の割合は、2040年には22.4％となる見込み。

〇高齢者単独世帯の割合は2020年で39.3%と、全国の33.1%と比べ高くなって
いるとともに、今後も増加し続け、2040年には48.3%となる見込み。

○ 要介護認定率：全国で最も高い。
府内市町村間でもバラツキがある。
・令和5年度の要介護認定率23.7％（全国平均19.4％）

○ 第1号被保険者一人当たりの介護給付月額：全国で最も高い。
・令和5年度は28,355円（全国平均23,860円）

うち、 特に在宅サービスが全国に比べて高い。
・令和５年度は13,852円（全国平均10,755円）

○65歳以上が支払う保険料｛大阪府平均（月額・加重平均）｝7,486円。

大阪府の現状

Ⓒ2014 大阪府もずやん
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大阪の鳥 もず

大阪の木 いちょう

大阪の花 うめ

大阪の花 さくらそう



高齢介護室（R8.4.1） 事務分掌

１．高齢者福祉に関すること
２．介護保険に関すること

◆介護保険制度の適切な運営・指導・
助言
→保険者（市町村等）への指導
→施設整備、施設・事業所の指定・
指導・監査

→介護支援専門員養成、不服審査

◆ 医療と介護の連携、地域包括ケア
システムの構築・医療介護総合確保
基金（介護分野）、人材育成

◆ 高齢者への支援
→生きがいづくり、介護予防、
認知症対策、高齢者虐待防止

など

整備調整Ｇ

地域支援Ｇ

企画調整Ｇ

利用者支援Ｇ

認知症・医介連携Ｇ

介護事業者課

介護支援課
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施設指導Ｇ

居宅Ｇ
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大阪府高齢介護室の組織〔２課７グループ〕

福祉部



H28～H30年度 R1～R2年度

府

市
町
村

【介護予防活動普及展開モデル
事業】
◆研修会開催及びアドバイザー
派遣

◆国策定の手引き研修等の
開催及びアドバイ ザー養成

◆専門職の育成(PT,OT,ST,
栄養士・管理栄養士,歯科
衛生士)

◆専門職広域派遣調整
◆介護サービス事業所向け「短
期集中予防サービス(通所
 型)」ガイドブック作成

【課題】
◇短期集中予防サービスの強化
◇市町村ごとの総合事業の方針や
進捗度が大きく異なる

【成果】
・モデル市町・保険者での
 自立支援に資する地域ケア
 会議立ち上げ・運営
・モデル12市町（10保険者）
［堺市,羽曳野市,泉南市,吹田市,
 能勢町,岸和田市,豊中市,泉大
津市,阪南市,くすのき広域連合］

介護予防活動普及展開事業

支援

※豊中市（R1年度）、岸和田市、
くすのき広域連合守口支所

大阪府介護予防活動強化推進事業について

介護予防活動強化推進事業

R3～5年度

【事業概要】 多職種協働による介護予防ケアマネジメントの推進、自立支援に資する地域ケア会議・介護予防事業を支援する
アドバイザーの派遣や専門職の養成、市町村・地域包括支援センター・サービス事業所向け研修会の開催など、市町村における
自立支援・重度化防止の取り組みを支援する。

◆大阪府アドバイザー等の市町村への派遣 ：①大阪府アドバイザー、②生活課題アセスメント訪問指導者
◆介護予防の推進に資する指導者等の養成：①介護予防の推進に資する専門職広域支援調整連絡会

②介護予防に資する指導者等養成研修会 リハビリ専門職研修（地域ケア会議・介護予防推進リーダー）
                                           管理栄養士・栄養士、歯科衛生士研修

生活課題アセスメント訪問指導者養成スクール
多職種合同研修会

◆介護予防ケアマネジメント推進研修：①相談窓口担当者研修、②全体研修、③通所C利用促進研修

全
市
町
村
向
け

【課題】
・地域ケア会議で多職種から得た助言が、利用
者の状態を 改善するためのサービス（短期集
中予防サービス等）や ケアプラン変更につなが
らない。

新
た
な
ス
テ
ー
ジ
へ

【成果】
・R2年度、府内全市町村で「自立支援に資す
る地域ケア  会議」を開催〉
・重点支援3市・保険者にて、地域実情に応じ
た短期集中予防サービスを展開

支援

重
点
支
援

◆短期集中予防サービスから社会

参加へつなぐ

＝先導的市町村※への支援

◆ 訪問アセスメント事業により

適切なサービスにつなげる

 ＝重点支援市町村

（泉佐野市、柏原市、大阪狭山市、熊取町）

・入門コース
・実践コース

R６～R８年度

高齢者福祉計画第6期 第8期第7期

強化・定着フェーズ 普及展開フェーズ導入フェーズ

第９期

◆大阪府アドバイザー及び生活課題アセ

スメント訪問指導者等の専門職

による市町村ニーズに応じた支援チームの

立ち上げ

市町村への重点支援

（富田林市、羽曳野市、四條畷市、太子町）

【成果】
・全国で実施率40%のところ、府内市
町村の約70％で通所Cを実施
・訪問アセスメント事業等によりアセスメ
ント力が向上

支援

【目的】
◇効果的な通所Cの育成
◇通所型サービスCを軸とした自立支援
の取り組みを着実に進めるための、入口
から出口まで一気通貫した介護予防の
実現

～自立支援・重度化防止に向けた市町村支援～
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日 時 令和８年３月11日（水）13時30分 ～ 17時15分

開催方法 ハイブリッド開催【会場＋オンライン（Zoom）】

目 的 １．重点支援市町（2年目）の1年間の介護予防事業の取組状況を府内全市町村で共

有することにより、府内市町村における自立支援・重度化防止等の取組の推進を
図る。

２．市町村において通所Ｃを軸とした様々な取組のＰＤＣＡサイクルを回すことにより、
介護予防事業全体の推進を図る。

プログラム 【第1部】
〇オリエンテーション
〇令和7年度重点支援市町取組み報告
〇スーパーバイザーより各市町へのコメント、全体講評

〇講演「通所型サービスCを軸とした自立支援に資する地域づくり」
〇取組報告「大分県竹田市における通所型サービスを軸とした入口・出口戦略」

【第２部】
〇講演「ロードマップの意義について」
〇グループワーク「自分たちの市町村でロードマップを実践するとした場合の

課題と対策」
〇スーパーバイザー講評

大阪府介護予防活動強化推進事業について ～自立支援・重度化防止に向けた市町村支援～

全 体 研 修
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圏域調整会議の活用について

R７年度に圏域調整会議運営要領を改正

【改正前】

・施設整備案件の調整・承認

・必要定員総数の調整

・対象施設は特養・老健等中心

・案件審査型の会議

【改正後】

・ 高齢者計画策定に向けた広域調整

・ 人口動態・介護ニーズの情報共有

・ 介護医療院・特定施設を追加

・ 移転・廃止・転換も共有対象

・ 多様な住まいの情報共有を追加

・ 情報共有・意見交換中心へ転換

高齢者計画を支える「広域調整・情報共有の場」へ機能強化
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・市町村計画の目標達成に資するため、広域的な観点から介護保険施設等の適正配置を行えるよう高齢者福祉
圏域（※１）を設定し、原則として圏域内でサービスが提供できることを目指す。（※１：「大阪府保健医療計画」に定
める二次医療圏と同じ８圏域で構成）

・上記を達成するため、府と圏域内の市町村等で構成する「圏域調整会議」において、市町村毎のサービス基盤の
整備状況やサービス必要量の見込み等を踏まえ、圏域毎に、圏域内の施設の整備計画や各種事業に関する広域
調整を行う。

・平成12年より年数回、既に計画に計上された施設整備について、主に広域型施設の事業者情報や施設の情報

等を共有することを主として対面にて実施していたが、圏域内の市町村で意見交換や情報共有等を行う機会が少
なく、また、担当者異動による知識の伝承不足等がやや生じていた。

・そこで、各市町村の次期計画策定に向けた意見交換、情報共有を行う場として拡充、見直し

圏域内市町村での検討、意見交換（圏域調整会議）

計画策定に当たっては、中長期的な人口動態や介護ニーズの見込みを適切に把握し、市町村ごとの
サービス基盤整備状況や必要量の見込みを踏まえながら、介護保険施設・老人福祉施設の計画的な
整備を進める必要がある。

このため、圏域ごとの必要入所（利用）定員総数に基づき、施設整備等に関する広域的な調整や意見
交換を行うとともに、大阪府及び市町村間で施設整備の進捗状況の調整・情報共有を行う。

圏域調整会議の活用について

圏域調整会議の目的
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圏域調整会議の活用について

【高齢者福祉圏域図】

日時 令和７年６月２５日（水曜日）：豊能・北河内・三島圏域
令和７年６月２７日（金曜日）：大阪市・堺市・中河内圏域
令和７年７月 ４日（金曜日）：南河内・泉州圏域

議題 （１）第１０期介護保険事業計画の策定に向けた説明
・計画作成担当より「計画策定について」
・整備調整担当より「整備計画について」

（２）意見交換
①各圏域の特養待機者調査結果等から読み取れる
傾向や課題について意見交換
・特養の入所申込者数と施設稼働状況について

・ユニット型、従来型それぞれの利用ニーズ、

整備意向について

・特養、特に地域密着特養の運営、

整備ニーズについて

 ②各市町村が取り組んでおられる、介護サービス
事業者や医療（病院）部局との連携状況
・事業者連絡会など介護サービス事業者との

施設等のあり方の検討状況について

・市町村医療部局等との連携による地域における

医療が必要な方の施設ニーズの把握について

・有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅

 の状況把握について

R7年度第1回圏域調整会議
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ご清聴ありがとうございました

Ⓒ2014 大阪府もずやん
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